
11/20・12/4 県教委福利課長・教育長交渉協議 

県人勧を尊重し 12 月議会で給与改定 

●働き方改革促進・加配等人材配置を拡充 

●臨時教員の適正な評価を採用審査に反映検討 

●メンタルヘルス対策は重要課題として検討 

●メンター制にカウンセリング機能を強化 
 

日教組高知は、県公務労協三者共闘交渉を経て出された、2023 県人事委員会「職員の給与等に

関する報告及び勧告」に基づいて、11 月 20 日、教職員の給与等処遇改善について高知県教委福

利課長との交渉協議を行いました。12 月４日には、「働き方改革の推進」「教育課題上必要な加配

拡充」「教員人材確保」等について現場実情を訴えて協議を行いました。 

 

【福利課長交渉協議回答】 

 ●教職員の処遇・勤務条件の改善について 

（１）従前通り県人事委員会勧告を尊重する基本

は変わらない。12 月議会で給与関係条例

を改定する。 

月例給引上げ～４月に遡及し追支給 

○初任 12,000 円等若年層に厚く配分 

○中高年層にも久々に 1,000 円程度配分 

   ボーナス引上げ～＋0.15 月で 4.35 月に 

    ○勤勉手当を改定（現行 0.85 月→0.925 月） 

    ○期末手当改定なし（1.25 月） 

    ○12 月期から改定分加え支給 

（２）暫定再任用教職員の一時金改定はなし（国準拠 2.2 月） 

（３）会計年度任用職員の一時金（現行期末手当のみ）の勤勉手当支給は 

24 年６月期から正規職員と同様の支給に改定 

 

  ●定年延長に伴う多様な働き方への職務の措置について 

  （１）暫定再任用職員や定年延長職員等の給与の処遇改善については、民間比



較で人事院が定めたものであり、高齢期の給与水準については中央での 

    検討を注視する必要がある。県独自改定は困難。 

  （２）定年前再任用短時間雇用は現時点で希望者がいる。暫定再任用者と同様に

配置する。役職定年後職員も併せて、長年の豊かな経験と能力を生かして

配置することは不可欠と考えている。 

 

  ●文科省緊急施策（提言）通知に伴う働き方改革の促進について 

    9 月８日通知「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施 

   策（提言）を踏まえた取組の徹底等」に基づいて、各市町村教委へも通知をし 

た。「14 業務３分類」改善について取組事例もあるので、それらをもとに市 

町村がいっそう進めていくよう支援をしていく。 

 

  ●教職員の命と健康を守る労働安全体制の促進について 
（１）各現場で取り組んでいる

メンター制に、若い先生方

が気軽に相談できるカウ

ンセリング機能を高めて

いく。各校長に労働安全体

制を整備するよう指導を

市町村に求めていく。 

（２）２月議会で回答したよう

に、「教職員のメンタル

ヘルス対策は重要課題」

として認識。若年次の病休や３年以内の退職が多い状況から、庁内のプロ

ジェクトチームで検討中。公立学校共済事業の心理士対応による心の相談

（Web）の活用周知や県教委としての相談窓口設置など、具体的な取組を

検討継続している。 

 

●文科省教職員定数改善・指導運営体制整備に基づく県配置について 
 （１）教科担任制加配は現在 69校に配置。さらに拡充していく。 

（２）県独自の少人数学級措置は中学校まで広げた。効果・成果の検証を行い

検討していくが、35 人以下措置については国へ要請している。 

（３）不登校・児童支援等県の教育課題に対応した加配も効果的配置をする。 

（４）教員業務支援員、特別支援教育支援員、部活動指導員も現在配置から増

員して拡充していく。市町村が措置するに必要な地方財政も要請している。 

（５）S.Cは全校配置へ S.S.W も増員していく。 

（６）ICT支援員は４校に１人配置。財政措置で拡充を要望していく。タブレ

ット更新は全額交付で要請。小学校でスキルアップ研修を充実させる。 



（７）年度当初からの産・育休代替加配措置も引き続き配置する。 

 

●未配置解消、教員採用による人材確保、臨時教員早期採用について 
（１）小学校教員の志願者減、名簿登載の辞退者増など課題があり、12 月特

別選考を実施する。新年度で採用総数減のため未配置となる状況は回避

したい。併せて大学３年生からの受審確保も打ち出した。 

（２）臨時教員については、現状で 24 月以上で一次審査免除など設定してい

るが、現場評価を適正に評価し採用審査に反映することも検討していく。 

（３）2025年度採用審査要項は検討中で１月にできるだけ早く公表する。 

 

【教育長協議内容】 

人材確保・現場支援に力強い手応え 
 ●教育の質の向上に向けた運営体制・支援体制の充実について 

 （１）加配減や臨時講師不足等で現場には大変ご苦労をかけている。教員人材の 

確保は、特別選考等採用審査の工夫や退職者、

免許保持者の確保をしていく。  

   臨時教員には、勤務しながら受審する困難

性を考慮し現場評価を反映できるような採用

審査となるよう検討をすすめていく。 

 （２）教科担任制の教員配置について

は、年度当初での教員不足によ

り昨年度比で減員となり、高知

市の中規模校等に配置減でご

迷惑をおかけした。教科担任制

加配は担任の持ちコマ数軽減

と子どもたちへの質の高い学

びを保障する上で非常に重要な配置。県下全域に拡充していきたい。 

国の加配は児童生徒数減で配置が厳しい情勢だが、年度当初産休・育休代

替加配、不登校・児童支援等教育課題に対応した加配も財政当局と国とのや

りとりで最大限努力する。 

  



●働き方改革の推進について 

 （１）教員業務支援員、特別支援教育支援員、部活指導員、S.C、S.S.W 等、教員

が本来業務に専念できるよう必要なサポートを充実するよう最大限配置努

力する。 

 （２）文科省緊急通知を各  

市町村に通知した。  

「１４業務３分類」   

にもとづく働き  

方改革を市町村 

とともに連携強  

化する。 

（３）初任・若年次教職

員の精神面サポー

トは重要。孤立しないようメンタルヘルス対策事業を検討し次期教育振興

計画に盛り込む。 

（４）若い先生方を育成していくために各現場で行われている「メンター制度」

が、授業力の育成向上のみでなく制度本来の「不安や悩みを自由に相談で

きる」体制となるよう、あらためて県教委として発信していく。 

              


